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第１ 計画策定の趣旨 

 

平成 18 年度から始まった地方債協議制度では、実質公債費比率（３カ年平均）が 18％

以上となった地方公共団体（起債許可団体）については、起債の発行に際し公債費負担適

正化計画を自主的に作成することとなっている。 

本県では、その比率が 19.1％となったことから実質公債費負担の適正な管理を行うた

め策定するものである。 

 

 

第２ 計画期間 

 

平成 22年度から平成 25年度までの４年間 

平成 22年３月に策定した「行財政改革アクションプラン」に基づく平成 22年度から平

成 24 年度までの取組みに加え、平成 25 年度から平成 27 年度の行財政改革の推進により

平成 25年度には実質公債費比率が 18％未満とすることを目指す。 

 

 

第３ 実質公債費比率が 18％以上となった要因の分析 

 

バブル経済崩壊後の平成４年以降、国は経済対策として公共投資を中心に財政出動を拡

大し、本県ではこうした国の取組みに呼応して、道路整備やソフトピアジャパン、県民ふ

れあい会館など、公共投資・公共施設整備を積極的に進めてきたが、その財源の多くを県

債に頼らざるを得なかったことが、高水準の公債費及び県債残高の要因となっている。 

また、平成４年度から平成７年度にかけて発行した銀行等縁故債の償還期間を 10 年か

ら 20年へ延長したことが、近年の公債費及び県債残高を押し上げている。 

さらに、平成 16年度から実施された国の「三位一体改革」及び平成 20年のアメリカの

リーマンショックに端を発した世界同時不況の影響などによる税収減などにより一般財源

総額が大幅に減少していることも、実質公債費比率を引き上げる要因となった。 
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【図１ 県債発行額の推移（一般会計決算ベース）】 
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【図２ 公債費及び県債残高の推移（一般会計決算ベース）】 

3,266 3,463 3,621
3,904 4,277

4,932

6,001
6,992

7,783

8,881
9,685

10,243

10,680

11,271

11,323

11,247

11,199

11,204

11,170

11,180

11,019

10,685
10,34110,124

89

324
786

1,091 1,347
1,576

1,757

1,952 2,415 3,042

3,610 4,172

10,769

11,595

12,109
12,338

12,546
12,780 12,927

13,132
13,434

13,727
13,951

14,296

391 401
422 429

761
719

476

531
560 571

623

701

756

851

954
1,117 1,102

1,159

1,273
1,319

1,342
1,321

1,300 1,281

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

公
債
費
（
億
円
）

県
債
残
高
（
億
円
）

年度（平成）

県債残高（臨時財政対策債）

県債残高（その他の県債）

公債費



- 3 - 

第４ 今後の財政運営方針及び具体的な取組み 

 

Ｉ．平成２２年度から平成２４年度までの取組み 

  

本県では、平成 21 年３月、本格的な人口減少など大きな時代の変化を正面から見据

え、県が直面すると考えられる課題を長期的な視点から検討したうえで、地域の活力と

暮らしの安心・安全を実現するため、平成 30年度までの 10年間に県が取組むべき政策

を「岐阜県長期構想」として示した。この構想で示した政策を実現するためには、持続

可能な財政基盤の確立が急務であることから、今後 10 年間の行財政改革の方向性を明

らかにした「岐阜県行財政改革指針」を同時に策定。この行財政改革指針の取組みを実

現するために、平成 21 年４月に知事を本部長とする「行財政改革推進本部」を立ち上

げ、財源不足解消に向けた具体的な取組みを検討するとともに、検討内容について各界

各層の皆様との意見交換を重ね、平成 22年度から平成 24年度までの向こう３年間にお

ける構造的な財源不足を解消するための具体的な取組みである「行財政改革アクション

プラン」を平成 22年３月に策定し、平成 24年度までこのプランに基づき以下の具体的

な行財政改革の取組みを推進した。 

 

（１）歳出削減対策の取組 

①県事業及び補助金の見直し 

○県事業の見直し    

県民の安全安心や県の活力づくり・人づくりに必要な事業は実施しながら、 

優先度の低いものは削減するなど、事務事業の優先順位や必要性を検証した 

うえで、メリハリある見直しを実施。 

○補助金（市町村、各種団体）の見直し 

    市町村や関係団体等の意見を踏まえ、一部、歳出削減の緩和を行ったもの 

   もあるが、概ね行財政改革アクションプランの方針に沿った見直しを実施。 

②公の施設等の見直し 

  県の公の施設等 46施設を対象に、各施設が行っている事業の必要性について 

見直しを行い、施設の休廃止や機能の見直し、事業主体の変更、経費の削減によ 

る効率化を図ったほか、指定管理者制度の積極的な導入による県民サービスの向 

上と管理運営の効率化を図った。 

③外郭団体の見直し 

県の外郭団体 24団体を対象に、設立時からの社会情勢を踏まえた実施事業の 

見直しにより、統廃合や経費の節減、補助金の削減を行うなど、県による人的  

・財政的関与を縮減。 
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   ④人件費の削減 

○職員定員の削減 

 平成 17年と平成 24年の比較 △3,316人 

○職員給与の抑制 

    行財政改革アクションプランで予定していた歳出削減見込額を確保するた 

め、役職に応じた抑制率により臨時的給与抑制を実施。 

抑制率 （特別職） 知事  30％  

          副知事、教育長、代表監査委員 20％ 

    （一般職） 2.7％～14％ 

     

（２）歳入確保対策の取組 

①県有財産の売却 

  ○県有財産の売却  

    平成 22年４月以降、県有未利用地等 27物件（予定含む）を売却。 

  ○県有財産の民間貸付けの実施 

    平成 22年４月以降、県有財産（駐車場）の民間貸付けを実施。 

②県税収入の確保 

 ○個人県民税徴収対策 

    県による直接徴収（市町村から滞納案件とともに徴収職員を県が受け入れ 

て実施）について、体制の拡充を図り県内全域を網羅した取組を実施。 

また、市町村と協議し、個人住民税の給与天引き（特別徴収）を事業所に

働きかけた。 

 ○自動車税徴収対策 

   コンビニエンスストアでの納税や、クレジットカードによるネット納税の 

  普及促進、企業訪問等による従業員への啓発強化等により、納期内納付を促 

進。 

また、平成 22 年より９月から 12 月（平成 24 年度は 10 月から 12 月）を

自動車税集中差押期間として設定し、勤務先への給与調査や差押え、自動車

のタイヤロックを集中的に実施するなど、滞納処分の強化を図った。 

  ○適正課税の推進 

法人二税や個人事業税、不動産取得税などについて、課税客体の捕捉や適

正・迅速な課税に努めた。 

   ③外部資金等の導入 
     ○自動販売機への競争入札制度の導入 

平成 24 年４月以降、６施設の計 15 台を競争入札により設置し、平成 21
年度からの設置分と併せ、延べ 162施設の 397台に自動販売機への競争入札
制度を導入。 

     ○広告掲載対象の増加による広告収入の確保 
平成 22年４月以降、新たに６対象を追加。これ以外の対象についても随 

時、検討を実施。 
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    ○ネーミングライツの導入 
      導入可能な施設から順次、ネーミングライツ（命名権）を公募。県民ふれあ 

い会館、岐阜アリーナの２施設にネーミングライツを導入。応募がなかった施 
設については、随時、募集を継続。 

   ④債権管理の強化 
    ○債権回収の強化・滞納の未然防止 

債権管理連絡会議を開催するなどして、引き続き債権管理を強化 
・債務者本人や連帯保証人等に対する催告、徴収による債権回収の強化 
・口座振替の推進などによる滞納の未然防止 

   ⑤清流の国ぎふ森林・環境税の導入 
森林及び河川が有する県土の保全、地球温暖化の防止、生物多様性の確保など 

の公益的機能を県民が将来にわたり享受できるよう、その保全・再生を県民全体 
で支えていくための仕組みとして「清流の国ぎふ森林・環境税」を平成 24年４ 
月から導入。 

⑥新たな手数料等の徴収 
新たな手数料等の徴収について、他県の状況のほか、徴収することによる県民

生活への影響、県の政策との整合性などを総合的に勘案し実施。 
     ・県図書館多目的ホール等の施設使用料 

・県立高校等の卒業生等に対する各種証明書の発行手数料 

 

   
   

区   分
 

財源対策額【計画】 財源対策額【実績】 

歳出削減対策 ３７３億円 ３４６億円 

 

県 事 業 ２０２億円 １８９億円 

公の施設  ２３億円  ２５億円 

外郭団体  ９億円  １１億円  

補 助 金 １３９億円 １２１億円 

 
市町村補助金  ９７億円  ７６億円 

各種団体補助金 ４２億円  ４５億円  

人件費の削減 ２９７億円 ２９２億円 

歳入確保対策 ２５０億円 ２２２億円 

合    計 ９２０億円 ８６０億円 

※ 実績と見込みの差は、県税収入の増、社会保障関係経費の増などにより、平成２１年度の 

アクションプラン策定時に見込んだ財源不足額が変動したことにより生じています。 

 

財源対策の年度別実績 
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Ⅱ．平成２５年度から平成２７年度までの取組み 

 

行財政改革アクションプランの取組みにより、持続的な財政運営への道筋が見えて

きたが、県税収入や地方交付税が伸び悩む中、社会保障関係経費の自然増や、未来づ

くりに向けた様々な政策課題等にも対応していく必要がある。また、「岐阜県行財政

改革指針」（H21.3.31 策定、期間：平成 21 年度から平成 30 年度）では、緊急財政

再建期間終了後は、財政規模に応じた適正な公債費水準のもと、持続可能な財政運営

を行うとしているところであり、財政を持続可能なものとすることが、引き続き重要

な課題である。このため、これまでの行財政改革の取組みの成果を踏まえて、平成

25 年度から平成 27 年度までの間の行財政運営の考え方と具体的な取組みを定め、推

進しているところである。 

（１）行財政運営の考え方 

・これまでの行財政改革の成果を踏まえつつ、歳出面では、事務事業の見直しによる

一層の事業の効率化を図るとともに、将来の公債費負担を減らすために引き続き節

度ある県債発行に努め、金利変動リスクに備える。また、歳入面では、県税収入の

確保や、県有財産の売却等に努めるなど、引き続き歳出削減や歳入確保に取組む。 

・このような行財政改革を続けることによって、毎年度の予算編成の中で、その時々

の政策課題に適切に対応することが可能となり、同時に財政を持続可能なものとす

ることができると考える。 

・また、併せて、県有施設等の維持管理費の適正管理や、質の高い行政を支える職員

の育成等に努めるなど、効率的な行政運営と質の高い行政サービスを提供するため

の取組みを進める。 

（２）具体的な取組み 

事務事業等の不断の見直し 

○ 事務事業の継続的な見直し 

・事務事業の費用対効果や必要性、効率性を点検しつつ、継続して事務事業を見

直し 

・既存の情報システムの更新にあたっては、トータル・ライフサイクル・コスト

（情報システム機器の導入費用や毎年の運用保守費用の合計）20％以上の削減

を目指す など 

○ 外郭団体・公の施設の効率化、適正化への継続的な取組み 

  節度ある県債発行と適切な管理 

○ 節度ある県債発行の継続 

・各年度の県債（臨時財政対策債を除く）については、行財政改革指針の考え方

を基本としつつ、対象事業の状況を見ながら発行 
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   ○ 県債の適正管理 

・将来の償還に備えた、県債管理基金の確実な積み増し 

・公債費負担の平準化を図るための県債発行の多様化 など 

  歳入対策 

○ 税収の確保 

・徴収対策、滞納処分の継続的な取組み など 

   ○ 税収以外の歳入確保 

・県有財産の売却については、未利用財産のほか、現在利用中の財産であっても

その必要性、利用状況を踏まえて検討 

・太陽光発電事業者への県有財産の貸付け、道路高架橋下の有効活用 など 

 

 

第５ 今後の地方債発行に係る基本方針 

 

臨時財政対策債や災害復旧債等やむを得ないものを除き、平成 22年度から平成 24年度

は、平成 20年度当初予算の５％程度抑制した 660億円程度以内に県債の発行を抑制。 

  平成 25年度から平成 27年度については、上記の考えを基本としつつ、対象事業の状況 

を見ながら発行。 

 

 

第６ 実質公債費比率の適正管理のための取組み 

 

（１）県債発行の抑制 

（２）公的資金補償金免除繰上償還の実施 

（３）低利資金の活用や資金調達方法の多様化を推進 

 

 

第７ 各年度ごとの実質公債費比率の見通し 

 

平成 25 年度決算における実質公債費比率は、行財政改革の取組みを着実に実施し、県

債の発行の抑制に努めたことなどにより、18％を下回る見通しである。 
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【図３ 各年度ごとの実質公債費比率（の見通し）】 

 

（参考）標準財政規模の見込み

計画初年度
（平成22年度）

平成23年度 平成24年度 平成25年度

4,549 4,524 4,594 4,594


